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証券コード2293
2020年６月11日

株 主 各 位
栃木県栃木市泉川町 556 番 地
滝 沢 ハ ム 株 式 会 社
代表取締役社長 瀧 澤 太 郎

第70回定時株主総会招集ご通知
拝啓 平素は格別のご高配を賜り厚く御礼申し上げます。
さて、当社第70回定時株主総会を下記のとおり開催いたしますので、ご通知申し上げます。
なお、新型コロナウイルス感染症の感染予防及び拡散防止のため、株主様には、健康状態に関

わらず、可能な限り株主総会への来場をお控えいただき、書面により議決権を事前に行使くださ
いますようお願い申し上げます。
書面による議決権の事前行使に当たりましては、お手数ながら後記の株主総会参考書類をご検

討のうえ、同封の議決権行使書用紙に賛否をご表示いただき、2020年６月25日（木曜日）午後
６時までに到着するよう、ご返送くださいますようお願い申し上げます。

敬 具
記

1. 日 時 2020年６月26日（金曜日）午前10時
2. 場 所 栃木県栃木市泉川町556番地

滝沢ハム株式会社 本店４階会議室
（末尾ご案内図をご参照ください。）

3. 目的事項
報 告 事 項 1. 第70期（2019年４月１日から2020年３月31日まで）

事業報告の内容、連結計算書類の内容並びに会計監査人及び監査役会の連
結計算書類監査結果報告の件

2. 第70期（2019年４月１日から2020年３月31日まで）
計算書類の内容報告の件

決 議 事 項
第１号議案 取締役５名選任の件
第２号議案 監査役３名選任の件
第３号議案 退任取締役に対し功労金贈呈の件

以 上
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〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰
◎ １．当日ご出席の際には、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出くださ

いますようお願い申し上げます。
２．本招集ご通知に際して提供すべき書類のうち、連結計算書類の「連結注記表」及び計算
書類の「個別注記表」につきましては、法令及び定款第14条の規定に基づき、インタ
ーネット上の当社ウェブサイト（http://www.takizawaham.co.jp）に掲載しており
ますので、本招集ご通知の添付書類には記載しておりません。

<株主様へのお願い>
１．本総会にご出席いただく株主様におかれましては、マスク着用などの感染予防にご配慮いた

だきますようお願い申し上げます。
２．本総会に出席する役員及び運営メンバーにおいても、マスクを装着して対応させていただく

予定でおります。ご理解、ご協力のほどお願い申し上げます。
３．本総会会場におきましては、感染予防のため、座席間隔を広く確保する予定であり、十分な

座席数を確保できず、ご着席いただけない場合、またはご入場いただけない場合がありま
す。

４．例年、株主総会終了後に開催しておりました株主様との懇親会は感染予防の観点から中止す
ることといたしました。株主様におかれましては、何卒ご理解いただきますようお願い申し
上げます。

５．株主総会にご出席の株主様へのお土産はご用意しておりません。何卒ご理解いただきますよ
うお願い申し上げます。

◎ 株主総会参考書類並びに事業報告、計算書類及び連結計算書類に修正すべき事項が生じた場合
は、修正内容をインターネット上の当社ウェブサイト（http://www.takizawaham.co.jp）
に掲載させていただきます。
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添 付 書 類

事 業 報 告

（2019
2020

年
年
４
３
月
月
１
31
日
日
から
まで）

1. 企業集団の現況に関する事項
（1）事業の経過及びその成果

当連結会計年度におけるわが国経済は、底堅い設備投資や雇用・所得環境の改善など緩や
かな回復基調で推移してきましたが、年明け以降新型コロナウイルスの感染拡大により国内
外の経済は急速に悪化し、依然として先行き不透明な状況となっております。
当業界におきましては、消費者の根強い節約志向が続く中で、物流コストや人件費の上
昇、消費増税による消費者の購買意欲の停滞や相次ぐ自然災害の影響などにより、厳しい経
営環境となりました。
このような状況の中で、当社グループは、「お取引先と消費者から見て質の高い会社にす
る」という基本的な考え方のもと、営業部門におきましては、チーム営業による提案型営業
の推進により取引先との関係強化に努めるとともに、外食業態等への販路開拓など業務用商
品の拡販を行ってまいりました。生産部門におきましては、当社独自商品の開発や小集団活
動、自動化の推進による生産性及び安全性の更なる向上に取り組んでまいりました。食肉部
門におきましては、こだわりの国産豚の拡販や輸入肉の仕入力強化を図ってまいりました。
しかしながら、ハム・ソーセージ等の食肉加工品と食肉では国産輸入共に豚肉の売上の伸
び悩みにより、当連結会計年度の売上高は295億80百万円（前年同期比7.3％減）となりま
した。
損益面につきましては、売上の減少を主因に営業損失86百万円（前年同期１億21百万円
の営業利益）、経常損失46百万円（前年同期１億57百万円の経常利益）、親会社株主に帰属
する当期純損失１億46百万円（前年同期92百万円の親会社株主に帰属する当期純利益）と
なりました。
部門別の概況は次のとおりであります。
食肉加工品部門
食肉加工品部門につきましては、企業間の価格競争の激化が続き、ハム・ソーセージ等の
売上が前年を下回りました。この結果、この部門の売上高は124億９百万円（前年同期比
8.6％減）となりました。
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惣菜その他加工品部門
惣菜その他加工品部門につきましては、ハンバーグ類が伸び悩んだため、売上は減少いた
しました。この結果、この部門の売上高は43億60百万円（前年同期比7.4％減）となりま
した。
食肉部門
食肉部門につきましては、国産豚肉の販売低迷や輸入肉などの価格競争が激しく、売上は
減少いたしました。この結果、この部門の売上高は126億61百万円（前年同期比6.1％減）
となりました。
その他部門
その他部門につきましては、売上高は１億48百万円（前年同期比0.1％減）となりまし
た。

（2）設備投資の状況
当連結会計年度における設備投資の主なものは、デリカ工場及び西方工場の機械設備等の

新設等であり、設備投資の総額は５億13百万円になりました。

（3）資金調達の状況
当連結会計年度において、増資または社債の発行等による資金の調達は行っておりませ
ん。
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（4）対処すべき課題
今後の見通しにつきましては、新型コロナウイルス感染症の拡大から、世界規模で経
済・社会活動に大きな影響が発生し、長期化の様相により先行き不透明な状況が続くもの
と思われます。
当業界におきましては、緊急事態宣言以降に変化し始めた消費動向、失業率の上昇や社
会不安からの消費低迷、また、輸入原料の安定確保への懸念など、業界を取り巻く環境は
さらに厳しい状況になることが予想されます。
このような状況におきまして、当社グループは、「お取引先の役に立つ為の仕事をする」
を今年度の基本方針とし、変化に対応したお客様が求める商品の開発と拡販に取り組み、
収益力の改善を図ってまいります。
営業面におきましては、引き続きチーム営業による提案型営業の推進、新規チャネルや
協業による販路開拓で売上の拡大を図ってまいります。生産面につきましては、ＩＳＯ２
２０００や小集団活動によりさらなる品質の向上、集中生産による生産性と職場環境の改
善に努めてまいります。仕入面につきましては、新たな産地開拓への挑戦、優位性のある
安定した原料の確保に努めてまいります。
配当につきましては、当社の重要課題の一つとして認識しており、収益状況や企業基盤
の強化状況などを総合的に勘案した上で決定することを基本としております。
しかしながら、当期の業績動向や新型コロナウイルス感染症の影響拡大などが懸念され
ることなどを考慮しました結果、誠に遺憾ではございますが今期の配当は無配とさせてい
ただくことといたしました。今後につきましては、全社一丸となり収益力の回復、財務体
質の改善に努め、安定配当に努めてまいる所存であります。
株主様におかれましては、今後とも引き続き、何卒倍旧のご支援とご指導を賜りますよ
うお願い申し上げます。
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（5）財産及び損益の状況

区 分
第 67 期
(20162017

年
年
４
３
月
月
１
31
日
日)

第 68 期
(20172018

年
年
４
３
月
月
１
31
日
日)

第 69 期
(20182019

年
年
４
３
月
月
１
31
日
日)

第 70 期
(20192020

年
年
４
３
月
月
１
31
日
日)

売 上 高(千円) 32,767,338 34,245,689 31,922,769 29,580,101
経 常 利 益
又は経常損失(△)(千円) 541,674 479,021 157,164 △46,749

親会社株主に帰属
する当期純利益又は
親会社株主に帰属する当期純損失(△)

(千円) 391,321 307,292 92,257 △146,293

１株当たり当期純
利益又は１株当た
り当期純損失(△)

(円) 38.11 149.63 44.92 △71.24

総 資 産(千円) 13,520,959 15,070,497 14,170,331 13,088,115

純 資 産(千円) 3,528,722 3,867,039 3,748,599 3,411,322

１株当たり純資産額 (円) 343.64 1,882.96 1,825.29 1,661.12
（注）1. １株当たり当期純利益は、期中平均発行済株式数 (自己株式を控除した株式数）により算出しており

ます。
2. １株当たり純資産額は、期末発行済株式数（自己株式を控除した株式数）により算出しております。
3. 第68期の１株当たり当期純利益及び１株当たり純資産額については、2017年10月１日付で普通株

式５株を１株に併合しましたが、株式併合が期首に行われたと仮定して算出しております。

（6）重要な親会社及び子会社の状況
① 親会社との関係
該当事項はありません。

② 重要な子会社の状況
会 社 名 資 本 金 議決権比率 主 要 な 事 業 内 容

百万円 ％
株式会社テルマンフーズ 60 100.0 食肉及び食肉加工品の製造販売

③ 企業結合の成果
上記に記載の重要な子会社を含め連結子会社は３社であります。当連結会計年度の売

上高は295億80百万円（前年同期比7.3％減)、親会社株主に帰属する当期純損失１億46
百万円（前年同期92百万円の親会社株主に帰属する当期純利益）となりました。
④ 事業年度末日における特定完全子会社の状況
該当事項はありません。
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（7）主要な事業内容（2020年３月31日現在）
事 業 部 門 主 要 な 事 業

食 肉 加 工 品 ハム・ソーセージ等の製造販売

惣 菜 そ の 他 加 工 品 レトルト食品、惣菜等の製造販売及び仕入販売

食 肉 食肉の仕入、加工及び販売、肉牛の肥育

そ の 他 飲食店の経営

（8）主要な営業所及び工場（2020年３月31日現在）

当

社

本 社 栃木県栃木市泉川町556番地

工 場
泉川工場（栃木県栃木市）
仙南工場（宮城県角田市）
泉川ミートセンター（栃木県栃木市）

西方工場（栃木県栃木市）
デリカ工場「翔」（栃木県栃木市）
菖蒲パックセンター（埼玉県久喜市）

営 業 所

青森営業所（青森県青森市）
仙台営業所（宮城県仙台市）
北関東営業所（栃木県宇都宮市）
新潟営業所（新潟県新潟市）
六合ハム販売課（埼玉県川口市）

盛岡営業所（岩手県盛岡市）
福島営業所（福島県本宮市）
群馬営業所（群馬県伊勢崎市）
首都圏販売課（東京都足立区）
茨城ビーフセンター（茨城県茨城町）

直 売 所

＜レッケルバルト店＞
栃木本店（栃木県栃木市）
＜アロマテーブル店＞
亀有店（東京都葛飾区）
北砂店（東京都江東区）
川口店（埼玉県川口市）
足利店（栃木県足利市）

西新井店（東京都足立区）
横浜店（神奈川県横浜市）
小山店（栃木県小山市）

子
　
会
　
社

株 式 会 社 テ ル マ ン フ ー ズ 本 社（栃木県栃木市）
首都圏営業部（埼玉県川口市）

株 式 会 社 ワ ー ル ド フ ー ド サ ー ビ ス 本 社（宮城県角田市）

株 式 会 社 前 日 光 都 賀 牧 場 本 社（栃木県栃木市）
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（9）従業員の状況（2020年３月31日現在）
従 業 員 数（名） 前期末比較増減（名）

339 11（減）
（注） 上記従業員数には、契約社員（専任社員・パートタイマー）353名及び他社への出向者３名は含まれ

ておりません。

（10）主要な借入先の状況（2020年３月31日現在）
借 入 先 借 入 金 残 高

百万円
株 式 会 社 足 利 銀 行 1,514
株 式 会 社 み ず ほ 銀 行 494

株 式 会 社 栃 木 銀 行 426

株 式 会 社 常 陽 銀 行 300

株 式 会 社 三 菱 Ｕ Ｆ Ｊ 銀 行 300

株 式 会 社 商 工 組 合 中 央 金 庫 240
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2. 会社の株式に関する事項（2020年３月31日現在）
（1）発行可能株式総数 7,952,000株
（2）発行済株式数 2,102,000株
（3）株主数 2,031名
（4）大株主の状況

株 主 名 持 株 数 持 株 比 率
株 ％

有 限 会 社 滝 沢 興 産 461,200 22.4

伊 藤 忠 商 事 株 式 会 社 315,200 15.3

滝 沢 ハ ム 取 引 先 持 株 会 162,700 7.9

株 式 会 社 足 利 銀 行 75,600 3.6

瀧 澤 太 郎 60,000 2.9

瀧 澤 悦 子 60,000 2.9

株 式 会 社 常 陽 銀 行 50,000 2.4

上 野 さ り 45,200 2.2

マ ル ハ ニ チ ロ 株 式 会 社 44,000 2.1

吉 田 潤 子 43,800 2.1

岩 井 由 紀 子 43,800 2.1
（注） 当社は、自己株式48,369株を保有しておりますが、上記大株主から除いております。また、持株比率

は自己株式を控除して計算しております。
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3. 会社役員に関する事項
（1）取締役及び監査役の氏名等
地 位 氏 名 担当及び重要な兼職の状況

代表取締役社長 瀧 澤 太 郎 食肉本部長
㈱テルマンフーズ代表取締役社長

専 務 取 締 役 阿 部 竹 男 営業本部長

常 務 取 締 役 斎 藤 信 明 生産本部長

常 務 取 締 役 山 口 輝 管理本部長

取 締 役 浜 村 恭 弘 税理士 税理士法人浜村会計 社員税理士

常 勤 監 査 役 戸 田 敏 明

常 勤 監 査 役 大 橋 晴 夫

監 査 役 澤 田 雄 二 弁護士 宇都宮中央法律事務所所長 ㈱ナカニシ社外監査役
㈱カワチ薬品社外監査役

監 査 役 鎌 形 俊 之 公認会計士・税理士 鎌形公認会計士事務所 代表社員

（注）1. 長安正氏は、2019年６月26日開催の第69回定時株主総会終結の時をもって、任期満了により監査
役を退任いたしました。

　 2. 2020年３月31日をもって、取締役会長中江一雄氏は辞任により退任いたしました。
3. 取締役浜村恭弘氏は、会社法第２条第15号に定める社外取締役であります。
4. 監査役澤田雄二及び鎌形俊之の両氏は、会社法第２条第16号に定める社外監査役であります。
5. 監査役戸田敏明氏は、長年金融機関での業務に携わっており財務及び会計に関する相当程度の知見
を有するものであります。

6. 監査役大橋晴夫氏は、長年当社で経営管理及び経営戦略の業務に携わっており財務及び会計に関す
る相当程度の知見を有するものであります。

7. 監査役澤田雄二氏は、弁護士の資格を有しており、企業法務に関する相当程度の知見を有しており
ます。

8. 監査役鎌形俊之氏は、公認会計士及び税理士の資格を有しており、財務及び会計に関する相当程度
の知見を有しております。

9. 当事業年度末日後に生じた取締役の重要な兼職の異動は、次のとおりであります。

氏 名
重要な兼職の状況

異動年月日
変 更 後 変 更 前

瀧 澤 太 郎 代表取締役社長 代表取締役社長
兼食肉本部長 2020年４月１日

斎 藤 信 明 常務取締役食肉本部長 常務取締役生産本部長 2020年４月１日
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（2）取締役及び監査役の報酬等の額
当事業年度に係る報酬等の額

支給人員 報酬等の額 摘 要

取 締 役 6名 95,715 千円（うち社外取締役 1名 2,500千円)

監 査 役 5名 17,230 （うち社外監査役 2名 3,800千円）

合 計 11名 112,946
（注）1. 株主総会決議による報酬支給限度額は次のとおりであります。

取 締 役 1996年６月27日開催時決議 年額 200,000千円
監 査 役 1991年６月27日開催時決議 年額 20,000千円

2. 当事業年度末現在の人員は、取締役５名（うち社外取締役１名）、監査役４名（うち社外監査役２
名）であります。上記の支給人員と相違しているのは、2019年６月26日開催の第69回定時株主総
会終結の時をもって退任した監査役１名と2020年３月31日をもって退任した取締役１名を含んで
いるためであります。

（3）社外役員に関する事項
① 重要な兼職先である法人等と当社の関係
監査役澤田雄二氏は、株式会社ナカニシ及び株式会社カワチ薬品の社外監査役でありま
す。両社と当社の間には特別な関係はありません。
② 社外役員の主な活動状況
区 分 氏 名 主 な 活 動 状 況

取 締 役 浜 村 恭 弘 当期開催の取締役会14回全てに出席し、税理士としての専門的見地
から、特に会計・税務に関して助言・提言を行っております。

監 査 役 澤 田 雄 二
当期開催の取締役会14回のうち11回に出席し、また、当期開催の監
査役会10回全てに出席しております。取締役会等の議案については、
法律家としての高い専門知識をもとに助言を行っております。

監 査 役 鎌 形 俊 之
当期開催の取締役会14回のうち13回に出席し、また、当期開催の監
査役会10回全てに出席しております。取締役会等の議案については、
公認会計士・税理士としての高い専門知識をもとに助言を行っており
ます。

（注） 浜村恭弘、澤田雄二及び鎌形俊之の３氏は、東京証券取引所が指定を義務付ける一般株主と利益相反が
生じるおそれのない独立役員であります。
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③ 責任限定契約の内容の概要
当社と社外取締役及び各社外監査役は、会社法第427条第１項の規定に基づき、同法第
423条第１項の損害賠償責任を限定する契約を締結しております。
当社の社外取締役及び社外監査役は、会社法第423条第１項の責任につき、会社法第
425条第１項に規定する最低責任限度額をもって、損害賠償責任の限度としております。

4. 会計監査人の状況
（1）会計監査人の名称 アーク有限責任監査法人
（注） 明治アーク監査法人は2019年７月１日をもって有限責任監査法人に移行したことにより、名称をア

ーク有限責任監査法人に変更しております。

（2）当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額
支 払 額

当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額 28百万円

当社及び当社の子会社が会計監査人に支払うべき金銭その他財産上の利益の合計額 28百万円
（注）1. 監査役会は、日本監査役協会が公表する「会計監査人との連携に関する実務指針」を踏まえ、過年

度の監査計画における監査項目別、階層別監査時間の実績及び報酬額の推移並びに会計監査人の職
務遂行状況を確認し、当事業年度の監査計画及び報酬額の妥当性を検討した結果、会計監査人の報
酬等について会社法第399条第１項の同意を行っております。

2. 当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引法に基づく監査
の監査報酬等の額を明確に区分しておらず、実質的にも区分できませんので、合計額を記載してお
ります。

3. 当社は会計監査人に対して、公認会計士法第２条第１項の監査証明業務以外の業務を委託しており
ません。

（3）会計監査人の解任又は不再任の決定方針
監査役会は、会計監査人の職務の執行に支障がある場合等その必要があると判断した場合
は、当該会計監査人の解任または不再任を検討し、株主総会に提出する会計監査人の解任ま
たは不再任に関する議案の内容を決定いたします。
また、会計監査人が会社法第340条第1項各号に定める項目に該当すると認められる場合

は、監査役全員の同意に基づき会計監査人を解任いたします。この場合、監査役会が選定し
た監査役は、解任後最初に招集される株主総会におきまして、会計監査人を解任した旨と解
任の理由を報告いたします。
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5. 会社の体制及び方針
（1）取締役・使用人の職務執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制
① 代表取締役は、内部統制の有効性と妥当性を確保するため、行動規範ガイドラインをは
じめとするコンプライアンス体制に関する規程を制定し、全ての取締役、使用人がこれら
を遵守することを企業活動の前提とする。
② 代表取締役は、コンプライアンス担当取締役を任命し、担当取締役は全社横断的なコン
プライアンス体制の整備、問題点の把握に努める。
③ 担当取締役は、各部署にコンプライアンス責任者その他必要な人員配置を行い、かつ行
動規範ガイドライン等の実施状況を管理・監督し、全使用人に対しての適切な研修体制を
構築し、法令・定款等の遵守についてさらなる周知徹底を図る。
④ 万一コンプライアンスに関連する事態が発生した場合には、その内容調査及び対処案等
について、担当取締役を通じ代表取締役、取締役会、監査役会に報告される体制を構築す
る。

（2）取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制
① 取締役の職務の執行に係る情報・文書（以下、職務執行情報という。）の取扱いは、当
社文書管理規程及びそれに関する各管理マニュアル等に従い適切に保存及び管理を行い、
必要に応じて運用状況の検証、各規程等の見直し等を行う。
② 職務執行情報のデータベース化を促進し、当該各文書等の存否及び保存状況を直ちに検
索することが可能とする体制を構築する。
③ 前２項に係る事務は、代表取締役が任命する取締役が所管し、第１項の検証・見直しの
経過及び第２項のデータベースの運用・管理について、四半期に一回以上、取締役会に報
告する。

（3）損失の危険の管理に関する規程その他の体制
① 品質、災害、環境、情報セキュリティ、コンプライアンス等に係るリスクは、それぞれ
の担当部署が必要に応じて規程、ガイドラインを制定し、研修の実施、マニュアルの作
成・配付及び周知を行う。
② 代表取締役は、コンプライアンス担当取締役を全社のリスクに関する統括責任者として
任命し、当社グループ全体のリスク状況を網羅的・統括的に管理する。
③ 代表取締役は、代表取締役に直属する内部監査部署として、監査部を設置し、その事務
を管掌する。
④ 監査部は、定期的に業務監査実施項目及び実施方法を検証し、監査実施項目に遺漏なき
よう確認し、必要があれば監査方法の改定を行う。
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⑤ 監査部の監査により法令定款違反その他の事由に基づき損失の危険のある業務執行行為
が発見された場合には、発見された危険の内容及びそれがもたらす損失の程度等について
直ちにコンプライアンス委員会及び担当部署に通報される体制を構築する。
⑥ コンプライアンス委員会は、コンプライアンス上の重要な問題について審議を行い、リ
スク管理規程の整備、運用状況の確認を行うとともに使用人に対する研修等を企画実行す
る。

（4）取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制
① 経営計画のマネジメントについては、経営理念を機軸に毎年策定される年度計画及び中
期経営計画に基づき各業務執行ラインにおいて目標達成のために活動することとする。ま
た、経営目標が当初の計画どおりに進捗しているか月次業績報告を通じ検証を行う。
② 業務執行のマネジメントについては、取締役会規程により定められている事項及びその
付議基準に該当する事項についてはすべて取締役会に付議し、その際には経営判断の原則
に基づき事前に議題に関する十分な資料が全役員に配付される体制をとるものとする。
③ 日常の職務遂行に際しては、職務分掌規程、職務権限規程等に基づき権限の委譲が行わ
れ、各レベルの責任者が意思決定ルールに則り業務を遂行することとする。

（5）当社及び子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制
① 財務報告に係る内部統制の評価及び監査の基準並びに財務報告に係る内部統制の評価及
び監査に関する実施基準に基づき、財務報告に係る内部統制を構築する。
② 関係会社管理規程に基づき、子会社を管理し、子会社の業務執行は、定期的に報告する
体制とする。また、子会社の取締役または監査役を当社から派遣し、取締役は当該子会社
の他の取締役の職務執行状況を監視・監督する。
③ 子会社のリスク情報の有無を監査する部署は、監査部とし、内部統制の改善策の指導、
実施の支援・助言を行う。
④ 監査部は、子会社に損失の危険に関するリスクが発生し、監査部がこれを把握した場合
には、直ちに発見されたリスクの内容、発生する損失の程度及び当社に対する影響等につ
いて、当社の取締役会及び担当部署に報告される体制を構築する。

⑤ 当社と子会社との間における不適切な取引または会計処理を防止するため、監査部は、
管理本部及び子会社の監査担当部署と十分な情報交換を行う。

（6）監査役の職務を補助すべき使用人を置くことに関する事項
① 監査役の職務を補助すべき部署は監査部とし、専任の使用人が必要な場合には遅滞なく
配置することとする。
② 前項の具体的な内容については、監査役の意見を聴取し、人事担当取締役その他関係各
方面の意見も十分に考慮して決定する。
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（7）監査役の職務を補助すべき使用人の取締役からの独立性に関する事項
① 監査役の職務を補助すべき使用人の任命及び異動は、監査役会の同意を必要とする。
② 監査役会付の使用人は、当社の業務執行に係る役職を兼務せず監査役の指揮命令下で職
務を遂行し、その評価については監査役の意見を聴取するものとする。
③ 監査役の職務を補助すべき使用人が、監査役に報告を行ったことにより不利な取扱いを
行ってはならないものとする。
④ 監査役がその職務の執行について必要な費用の前払いまたは償還等の請求をした場合、
その職務の執行に必要でないと認められた場合を除き、速やかに当該費用を支払うものと
する。

（8）当社及び子会社の取締役及び使用人が監査役に報告をするための体制その他の監査役への
報告に関する体制
① 当社及び子会社の取締役及び使用人は、監査役会の定めによるところに従い、各監査役
の要請に応じて必要な報告及び情報提供を行うこととする。
② 前項の報告・情報提供として主なものは次の通りとする。
a. 当社の内部統制システム構築に関わる部門の活動状況
b. 当社の子会社の監査役及び内部監査部門の活動状況
c. 当社の重要な会計方針、会計基準及びその変更
d. 業績及び業績見込の発表内容、重要開示書類の内容
e. 会社に著しい損害を及ぼすおそれのある重要な事項
f. 内部通報制度の運用及び通報の内容
g. 社内稟議書、重要会議議事録及び監査役から要求された会議議事録の回付

（9）その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制
① 当社の監査体制と内部統制システム体制の有効性を検証し、体制との調整を図り、よっ
て当社の監査体制の実効性を高めるため、代表取締役は監査役会、財務担当取締役及び監
査部長と定期的な意見交換会を開催する。
② 前項の同会議は、監査の実効性確保に係る各監査役の意見を十分尊重しなければならな
い。
③ 会計監査人の選任・不再任・解任に関する株主総会に提出する議案の内容は、監査役会
の決議によるものとする。

（10）反社会的勢力に対する基本方針
当社は、市民社会の秩序や安全に脅威を与え、健全な経済・社会の発展を妨げる暴力団

を始めとする反社会的勢力との取引を含めた一切の関係を遮断するため、以下の方針を定
める。
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① 当社は、反社会的勢力との取引を含めた関係を遮断し、不当要求に対しては断固として
これを拒否する。
② 当社は反社会的勢力による不当要求に対しては組織をもって対応し、当社の従業員の安
全を確保する。
③ 当社は、反社会的勢力への資金提供は絶対に行わない。
④ 当社は、反社会的勢力による不当要求が、事業活動上の不祥事や従業員の不祥事を理由
とする場合であっても、事実を隠蔽するための裏取引を絶対に行わない。
⑤ 当社は反社会的勢力による不当要求に備えて、警察、暴力追放運動推進センター、弁護
士などの外部専門機関との緊密な連携を図る。
⑥ 当社は、反社会的勢力からの不当要求に対しては、刑事上もしくは民事上の法的対応を
行う。
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6. 業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要
当社では、「内部統制システムの基本方針」に基づき、企業集団の業務の適正を確保する

ための体制整備とその適切な運用に努めており、当連結会計年度における運用状況の概要は
以下のとおりであります。
① 当社の取締役会は、取締役６名で構成し、監査役４名も出席した上で開催し、取締役の
職務執行を監督しました。主要な会議の開催として、取締役会は14回開催され、取締役
の職務の執行の適正性を確保し、取締役の職務執行の適正性及び効率性を高めるために、
当社の取締役会は、代表取締役の指揮・監督の下、各自の権限及び責任の範囲内で、職務
を執行いたしました。
② 子会社については、「関係会社管理規程」に基づき、重要な事項を当社の取締役会にお
いて審議し、子会社の適正な業務運営及び当社による実効性のある管理の実現に努めまし
た。
③ 監査部は、取締役会の承認を受けた内部監査計画に基づき、法令・社内規程等の遵守状
況について、各部、工場及び営業所等を対象とする監査を実施し、その結果及び改善状況
を代表取締役及び監査役に報告いたしました。
④ 監査役は、監査方針を含む監査計画を策定し、毎月１回の定時監査役会に加えて適宜臨
時監査役会を開催し、監査役間の情報共有に基づき会社の状況を把握し、必要な場合は提
言のとりまとめを行いました。さらに、監査役は取締役会に出席するとともに、取締役、
その他使用人と対話を行い、監査部・会計監査人と連携し、取締役及び使用人の職務の執
行状況を監査いたしました。
⑤ 常勤監査役は、稟議書等重要な決裁書類を閲覧し取締役の執行状況を監査するととも
に、本社及び主要な事業所において業務及び財産の状況を調査し、必要に応じて説明を求
めております。

〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰
（注） 本事業報告中の記載金額及び株式数は、表示単位未満の端数を切り捨てて表示しております。
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連 結 貸 借 対 照 表
（2020年３月31日現在）

（単位：千円）
資 産 の 部 負 債 の 部

科 目 金 額 科 目 金 額
流 動 資 産 6,175,163 流 動 負 債 6,745,450

現 金 及 び 預 金 1,843,487 買 掛 金 2,380,119
受 取 手 形 及 び 売 掛 金 2,844,604 短 期 借 入 金 2,809,088
商 品 及 び 製 品 998,884 １ 年 内 償 還 社 債 40,000
仕 掛 品 170,477 リ ー ス 債 務 436,772
原 材 料 及 び 貯 蔵 品 219,024 未 払 金 678,705
そ の 他 98,684 未 払 法 人 税 等 37,801

固 定 資 産 6,912,952 賞 与 引 当 金 109,039
有 形 固 定 資 産 5,267,593 役 員 賞 与 引 当 金 8,823
建 物 及 び 構 築 物 1,801,680 そ の 他 245,101
機 械 装 置 及 び 運 搬 具 249,704 固 定 負 債 2,931,343
工 具、 器 具 及 び 備 品 136,385 社 債 280,000
土 地 1,647,004 長 期 借 入 金 803,400
リ ー ス 資 産 1,432,433 リ ー ス 債 務 1,131,896
建 設 仮 勘 定 385 繰 延 税 金 負 債 47,557
無 形 固 定 資 産 111,035 役員退職慰労引当金 328
ソ フ ト ウ エ ア 89,779 執行役員退職慰労引当金 7,944
そ の 他 21,256 退職給付に係る負債 461,090
投資その他の資産 1,534,324 そ の 他 199,126
投 資 有 価 証 券 1,323,171 負 債 合 計 9,676,793
そ の 他 216,189 純 資 産 の 部
貸 倒 引 当 金 △5,037 株 主 資 本 3,224,590

資 本 金 1,080,500
資 本 剰 余 金 684,424
利 益 剰 余 金 1,464,465
自 己 株 式 △4,799

その他の包括利益累計額 186,731
その他有価証券評価差額金 282,594
退職給付に係る調整累計額 △95,862
純 資 産 合 計 3,411,322

資 産 合 計 13,088,115 負 債 ・ 純 資 産 合 計 13,088,115
（注） 記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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連 結 損 益 計 算 書

（2019
2020

年
年
４
３
月
月
１
31
日
日
から
まで）

（単位：千円）
科 目 金 額

売 上 高 29,580,101
売 上 原 価 24,339,517
売 上 総 利 益 5,240,584
販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 5,327,188
営 業 損 失 86,604
営 業 外 収 益
受 取 利 息 155
受 取 配 当 金 30,475
補 助 金 収 入 8,822
受 取 賃 貸 料 32,550
そ の 他 21,953 93,958

営 業 外 費 用
支 払 利 息 43,862
支 払 補 償 費 10,000
そ の 他 241 54,103

経 常 損 失 46,749
特 別 利 益
投 資 有 価 証 券 売 却 益 1,616
受 取 保 険 金 90,567 92,183

特 別 損 失
固 定 資 産 除 却 損 12,780
投 資 有 価 証 券 評 価 損 15,623
減 損 損 失 26,328
訴 訟 関 連 費 用 21,729
特 別 退 職 金 10,000
災 害 に よ る 損 失 62,735 149,197

税 金 等 調 整 前 当 期 純 損 失 103,763
法 人 税、 住 民 税 及 び 事 業 税 30,433
法 人 税 等 調 整 額 12,097 42,530
当 期 純 損 失 146,293
親会社株主に帰属する当期純損失 146,293

（注） 記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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連結株主資本等変動計算書

（2019
2020

年
年
４
３
月
月
１
31
日
日
から
まで）

（単位：千円）
株 主 資 本

資 本 金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計
当 期 首 残 高 1,080,500 684,424 1,641,564 △4,575 3,401,913
当 期 変 動 額
剰 余 金 の 配 当 △30,805 △30,805
親会社株主に帰属する当期純損失 △146,293 △146,293
自 己 株 式 の 取 得 △223 △223
株主資本以外の項目の当期変動額(純額) ―
当 期 変 動 額 合 計 ― ― △177,099 △223 △177,323
当 期 末 残 高 1,080,500 684,424 1,464,465 △4,799 3,224,590

その他の包括利益累計額
純資産合計その他有価証券

評価差額金
退職給付に係る
調整累計額

その他の包括利
益累計額合計

当 期 首 残 高 386,540 △39,854 346,685 3,748,599
当 期 変 動 額
剰 余 金 の 配 当 △30,805
親会社株主に帰属する当期純損失 △146,293
自 己 株 式 の 取 得 △223
株主資本以外の項目の当期変動額(純額) △103,946 △56,008 △159,954 △159,954
当 期 変 動 額 合 計 △103,946 △56,008 △159,954 △337,277
当 期 末 残 高 282,594 △95,862 186,731 3,411,322
（注） 記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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貸 借 対 照 表
（2020年３月31日現在）

（単位：千円）
資 産 の 部 負 債 の 部

科 目 金 額 科 目 金 額
流 動 資 産 5,525,598 流 動 負 債 6,426,974

現 金 及 び 預 金 1,508,274 買 掛 金 2,169,267
売 掛 金 2,681,707 短 期 借 入 金 2,305,000
商 品 及 び 製 品 829,909 １ 年 内 償 還 社 債 40,000
仕 掛 品 170,477 １年内返済長期借入金 446,084
原 材 料 及 び 貯 蔵 品 217,954 リ ー ス 債 務 431,511
前 払 費 用 8,723 未 払 金 665,286
関 係 会 社 短期貸付金 20,000 未 払 法 人 税 等 28,026
そ の 他 88,551 未 払 費 用 137,378

固 定 資 産 6,917,209 預 り 金 12,395
有 形 固 定 資 産 5,194,499 賞 与 引 当 金 101,700
建 物 1,695,978 役 員 賞 与 引 当 金 8,823
構 築 物 96,858 そ の 他 81,501
機 械 及 び 装 置 246,693 固 定 負 債 2,756,420
車 両 運 搬 具 926 社 債 280,000
工 具、 器 具 及 び 備 品 129,141 長 期 借 入 金 758,416
土 地 1,612,548 リ ー ス 債 務 1,114,687
リ ー ス 資 産 1,411,968 繰 延 税 金 負 債 47,031
建 設 仮 勘 定 385 退 職 給 付 引 当 金 336,531
無 形 固 定 資 産 110,278 執行役員退職慰労引当金 7,944
ソ フ ト ウ エ ア 89,779 債 務 保 証 損失引当金 10,500
そ の 他 20,499 そ の 他 201,310
投資その他の資産 1,612,430 負 債 合 計 9,183,395
投 資 有 価 証 券 1,311,148 純 資 産 の 部
関 係 会 社 株 式 120,193 株 主 資 本 2,978,062
出 資 金 40,635 資 本 金 1,080,500
関係会社長期貸付金 68,233 資 本 剰 余 金 685,424
破 産 更 生 債 権 等 106 資 本 準 備 金 685,424
長 期 前 払 費 用 2,909 利 益 剰 余 金 1,216,937
そ の 他 130,738 そ の 他 利 益 剰 余 金 1,216,937
貸 倒 引 当 金 △61,533 繰 越 利 益 剰 余 金 1,216,937

自 己 株 式 △4,799
評価・換算差額等 281,350
その他有価証券評価差額金 281,350
純 資 産 合 計 3,259,412

資 産 合 計 12,442,807 負 債 ・ 純 資 産 合 計 12,442,807
（注） 記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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損 益 計 算 書
（2019
2020

年
年
４
３
月
月
１
31
日
日
から
まで）

（単位：千円）
科 目 金 額

売 上 高 27,325,296
売 上 原 価 22,539,396
売 上 総 利 益 4,785,900
販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 4,906,124
営 業 損 失 120,224
営 業 外 収 益
受 取 利 息 1,233
受 取 配 当 金 29,972
受 取 手 数 料 6,997
受 取 賃 貸 料 32,550
そ の 他 28,536 99,289

営 業 外 費 用
支 払 利 息 42,953
債 務 保 証 損 失 引 当 金 繰 入 額 10,500
貸 倒 引 当 金 繰 入 額 7,233
支 払 補 償 費 10,000
そ の 他 241 70,928

経 常 損 失 91,863
特 別 利 益
投 資 有 価 証 券 売 却 益 1,616
受 取 保 険 金 90,567 92,183

特 別 損 失
固 定 資 産 除 却 損 12,780
投 資 有 価 証 券 評 価 損 15,623
減 損 損 失 133
訴 訟 関 連 費 用 21,729
特 別 退 職 金 10,000
災 害 に よ る 損 失 62,735 123,002

税 引 前 当 期 純 損 失 122,682
法 人 税、 住 民 税 及 び 事 業 税 16,385
法 人 税 等 調 整 額 12,095 28,481
当 期 純 損 失 151,163

（注） 記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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株主資本等変動計算書

（2019
2020

年
年
４
３
月
月
１
31
日
日
から
まで）

（単位：千円）
株 主 資 本

資 本 金
資本剰余金 利益剰余金

資本準備金 資本剰余金合計
その他利益剰余金

利益剰余金合計
繰越利益剰余金

当 期 首 残 高 1,080,500 685,424 685,424 1,398,906 1,398,906
当 期 変 動 額
剰 余 金 の 配 当 △30,805 △30,805
当 期 純 損 失 △151,163 △151,163
自 己 株 式 の 取 得
株主資本以外の項目の当期変動額(純額)
当 期 変 動 額 合 計 △181,969 △181,969
当 期 末 残 高 1,080,500 685,424 685,424 1,216,937 1,216,937

株主資本 評価・換算差額等
純資産合計

自己株式 株主資本合計 その他有価証券
評価差額金

評価・換算
差額等合計

当 期 首 残 高 △4,575 3,160,255 383,586 383,586 3,543,841
当 期 変 動 額
剰 余 金 の 配 当 △30,805 △30,805
当 期 純 損 失 △151,163 △151,163
自 己 株 式 の 取 得 △223 △223 △223
株主資本以外の項目の当期変動額(純額) △102,236 △102,236 △102,236
当 期 変 動 額 合 計 △223 △182,193 △102,236 △102,236 △284,429
当 期 末 残 高 △4,799 2,978,062 281,350 281,350 3,259,412
（注） 記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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連結計算書類に係る会計監査人の監査報告書 謄本

独立監査人の監査報告書
2020年５月28日

滝 沢 ハ ム 株 式 会 社
取 締 役 会 御中

アーク有限責任監査法人
東京オフィス

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 吉 村 淳 一 ㊞

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 植 木 一 彰 ㊞

監査意見
当監査法人は、会社法第444条第４項の規定に基づき、滝沢ハム株式会社の2019年４月１

日から2020年３月31日までの連結会計年度の連結計算書類、すなわち、連結貸借対照表、連
結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表について監査を行った。
当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会

計の基準に準拠して、滝沢ハム株式会社及び連結子会社からなる企業集団の当該連結計算書類
に係る期間の財産及び損益の状況を、全ての重要な点において適正に表示しているものと認め
る。

監査意見の根拠
当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行

った。監査の基準における当監査法人の責任は、「連結計算書類の監査における監査人の責任」
に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社及び
連結子会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。
当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。
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連結計算書類に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連

結計算書類を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表
示のない連結計算書類を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備
及び運用することが含まれる。
連結計算書類を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき連結計算書類を作成

することが適切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会
計の基準に基づいて継続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する
責任がある。
監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執

行を監視することにある。

連結計算書類の監査における監査人の責任
監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての連結計算書類に不正又は

誤謬による重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において
独立の立場から連結計算書類に対する意見を表明することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬
により発生する可能性があり、個別に又は集計すると、連結計算書類の利用者の意思決定に影
響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判断される。
監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を

通じて、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
・ 不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リ
スクに対応した監査手続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断によ
る。さらに、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手する。
・ 連結計算書類の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではな
いが、監査人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するため
に、監査に関連する内部統制を検討する。
・ 経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会
計上の見積りの合理性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。
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・ 経営者が継続企業を前提として連結計算書類を作成することが適切であるかどうか、ま
た、入手した監査証拠に基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は
状況に関して重要な不確実性が認められるかどうか結論付ける。継続企業の前提に関する重
要な不確実性が認められる場合は、監査報告書において連結計算書類の注記事項に注意を喚
起すること、又は重要な不確実性に関する連結計算書類の注記事項が適切でない場合は、連
結計算書類に対して除外事項付意見を表明することが求められている。監査人の結論は、監
査報告書日までに入手した監査証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継
続企業として存続できなくなる可能性がある。

・ 連結計算書類の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会
計の基準に準拠しているかどうかとともに、関連する注記事項を含めた連結計算書類の表
示、構成及び内容、並びに連結計算書類が基礎となる取引や会計事象を適正に表示している
かどうかを評価する。
・ 連結計算書類に対する意見を表明するために、会社及び連結子会社の財務情報に関する十
分かつ適切な監査証拠を入手する。監査人は、連結計算書類の監査に関する指示、監督及び
実施に関して責任がある。監査人は、単独で監査意見に対して責任を負う。
監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施

過程で識別した内部統制の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求め
られているその他の事項について報告を行う。
監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関す

る規定を遵守したこと、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及
び阻害要因を除去又は軽減するためにセーフガードを講じている場合はその内容について報告
を行う。

利害関係
会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により

記載すべき利害関係はない。

以 上
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計算書類に係る会計監査人の監査報告書 謄本

独立監査人の監査報告書
2020年５月28日

滝 沢 ハ ム 株 式 会 社
取 締 役 会 御中

アーク有限責任監査法人
東京オフィス

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員公認会計士 吉 村 淳 一 ㊞

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員公認会計士 植 木 一 彰 ㊞

監査意見
当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、滝沢ハム株式会社の2019年

４月１日から2020年３月31日までの第70期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、
損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表並びにその附属明細書（以下「計算書類
等」という。）について監査を行った。
当監査法人は、上記の計算書類等が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計

の基準に準拠して、当該計算書類等に係る期間の財産及び損益の状況を、全ての重要な点にお
いて適正に表示しているものと認める。

監査意見の根拠
当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行

った。監査の基準における当監査法人の責任は、「計算書類等の監査における監査人の責任」
に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社から
独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、
意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。
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計算書類等に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計

算書類等を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示
のない計算書類等を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び
運用することが含まれる。
計算書類等を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき計算書類等を作成する

ことが適切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の
基準に基づいて継続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任
がある。
監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執

行を監視することにある。

計算書類等の監査における監査人の責任
監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての計算書類等に不正又は誤

謬による重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独
立の立場から計算書類等に対する意見を表明することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬によ
り発生する可能性があり、個別に又は集計すると、計算書類等の利用者の意思決定に影響を与
えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判断される。
監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を

通じて、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
・ 不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リ
スクに対応した監査手続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断によ
る。さらに、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手する。
・ 計算書類等の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではない
が、監査人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するため
に、監査に関連する内部統制を検討する。

・ 経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会
計上の見積りの合理性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。
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・ 経営者が継続企業を前提として計算書類等を作成することが適切であるかどうか、また、
入手した監査証拠に基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況
に関して重要な不確実性が認められるかどうか結論付ける。継続企業の前提に関する重要な
不確実性が認められる場合は、監査報告書において計算書類等の注記事項に注意を喚起する
こと、又は重要な不確実性に関する計算書類等の注記事項が適切でない場合は、計算書類等
に対して除外事項付意見を表明することが求められている。監査人の結論は、監査報告書日
までに入手した監査証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業とし
て存続できなくなる可能性がある。

・ 計算書類等の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計
の基準に準拠しているかどうかとともに、関連する注記事項を含めた計算書類等の表示、構
成及び内容、並びに計算書類等が基礎となる取引や会計事象を適正に表示しているかどうか
を評価する。
監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施

過程で識別した内部統制の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求め
られているその他の事項について報告を行う。
監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関す

る規定を遵守したこと、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及
び阻害要因を除去又は軽減するためにセーフガードを講じている場合はその内容について報告
を行う。

利害関係
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害

関係はない。

以 上
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監査役会の監査報告書 謄本

監 査 報 告 書
当監査役会は、2019年４月１日から2020年３月31日までの第70期事業年度の取締役の職務

の執行に関して、各監査役が作成した監査報告書に基づき、審議の上、本監査報告書を作成し、
以下の通り報告いたします。
1. 監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容
（1）監査役会は、当期の監査の方針、監査計画等を定め、各監査役から監査の実施状況及び結果

について報告を受けるほか、取締役等及び会計監査人からその職務の執行状況について報告
を受け、必要に応じて説明を求めました。

（2）各監査役は、監査役会が定めた監査役監査の基準に準拠し、監査の方針、監査計画等に従い、
取締役、監査部その他の使用人等と意思疎通を図り、情報の収集及び監査の環境の整備に努
めるとともに、以下の方法で監査を実施しました。
① 取締役会その他重要な会議に出席し、取締役及び使用人等からその職務の執行状況につい
て報告を受け、必要に応じて説明を求め、稟議書等の重要な決裁書類等を閲覧し、本社及
び主要な事業所において業務及び財産の状況を調査いたしました。また、子会社について
は、子会社の取締役及び監査役等と意思疎通及び情報の交換を図り、必要に応じて子会社
から事業の報告を受けました。

② 事業報告に記載されている取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保する
ための体制その他株式会社及びその子会社から成る企業集団の業務の適正を確保するため
に必要なものとして会社法施行規則第100条第１項及び第３項に定める体制の整備に関す
る取締役会決議の内容及び当該決議に基づき整備されている体制（内部統制システム）に
ついて、取締役及び使用人等からその構築及び運用の状況について定期的に報告を受け、
必要に応じて説明を求め、意見を表明いたしました。

③ 会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視及び検証す
るとともに、会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明
を求めました。また、会計監査人から「職務の遂行が適正に行われていることを確保する
ための体制」（会社計算規則第131条各号に掲げる事項）を「監査に関する品質管理基準」
（平成17年10月28日企業会計審議会）等に従って整備している旨の通知を受け、必要に応
じて説明を求めました。
以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書、計算書類（貸借

対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表）及びその附属明細書並びに連
結計算書類（連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表）
について検討いたしました。

2020年05月28日 16時07分 $FOLDER; 30ページ （Tess 1.50(64) 20200401(on201812)_02）



招
集
ご
通
知

事
業
報
告

連
結
計
算
書
類

計
算
書
類

監
査
報
告
書

株
主
総
会
参
考
書
類

― 31 ―

2. 監査の結果
（1）事業報告等の監査結果

① 事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示している
ものと認めます。

② 取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令もしくは定款に違反する重大な事実は
認められません。

③ 内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めます。また、当該内
部統制システムに関する事業報告の記載内容及び取締役の職務の執行についても、指摘
すべき事項は認められません。

（2）計算書類及びその附属明細書の監査結果
会計監査人アーク有限責任監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

（3）連結計算書類の監査結果
会計監査人アーク有限責任監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

　 2020年５月29日
滝沢ハム株式会社 監査役会
常勤監査役 戸 田 敏 明 ㊞

常勤監査役 大 橋 晴 夫 ㊞

社外監査役 澤 田 雄 二 ㊞

社外監査役 鎌 形 俊 之 ㊞

以 上

2020年05月28日 16時07分 $FOLDER; 31ページ （Tess 1.50(64) 20200401(on201812)_02）



― 32 ―

株主総会参考書類
議案及び参考事項

第１号議案 取締役５名選任の件
取締役全員（５名）は、本総会終結の時をもって任期満了となりますので、取締役５名の

選任をお願いいたしたいと存じます。
取締役候補者は次のとおりであります。

候補者
番 号

氏 名
（生 年 月 日） 略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況 所 有 す る

当社の株式数

１
たき ざわ た ろう
瀧 澤 太 郎
(1971年７月１日生)

1999年 1 月 当社入社
2002年 ６月 当社取締役商品開発部長
2003年 ２月 当社常務取締役
2003年 ４月 当社代表取締役社長
2011年 ９月 当社代表取締役社長兼営業本部長
2012年 ３月 当社代表取締役社長兼加工品事業本部長兼営業本

部長
2013年 ５月 当社代表取締役社長兼加工品事業本部長兼生産本

部長
2016年 ６月 当社代表取締役社長兼加工品事業本部長
2019年 ８月 当社代表取締役社長兼食肉本部長
2020年 ４月 当社代表取締役社長（現任）
＜重要な兼職の状況＞
株式会社テルマンフーズ代表取締役社長

60,000株

２
あ べ たけ お
阿 部 竹 男

（1959年３月３日生）

1977年 ４月 当社入社
2008年 ２月 当社経営企画室長
2008年 ５月 当社執行役員経営企画室長
2009年 ６月 当社取締役経営企画室長
2010年 ８月 当社取締役業務推進担当
2011年 ３月 当社取締役経営戦略室長
2016年 ６月 当社常務取締役経営戦略室長
2018年 ６月 当社専務取締役経営戦略室長
2019年 ８月 当社専務取締役営業本部長（現任）

1,800株
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候補者
番 号

氏 名
（生 年 月 日） 略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況 所 有 す る

当社の株式数

３
さい とう のぶ あき
斎 藤 信 明

（1954年２月18日生）

1977年 ４月 当社入社
2001年 ６月 当社取締役仙台工場長
2002年 １月 当社取締役営業本部長
2004年 ４月 当社取締役生産本部副本部長兼生産技術部長
2006年 ７月 当社常務取締役生産本部長兼生産加工部長
2009年 ３月 当社常務取締役食肉本部長兼国内食肉部長
2010年 ８月 当社常務取締役経営企画室長
2011年 ３月 当社常務取締役生産本部長
2013年 ５月 当社常務取締役泉川工場長
2013年 ９月 当社常務取締役業務改善推進室長
2016年 ６月 当社常務取締役生産本部長
2020年 ４月 当社常務取締役食肉本部長（現任）

2,100株

４
やま ぐち あきら
山 口 輝

（1954年10月３日生）

1977年 ４月 株式会社足利銀行入行
2004年 ６月 同行今市支店長
2007年 ８月 当社入社 監査部長
2008年 ６月 当社管理本部長兼総務部長
2009年 ６月 当社取締役管理本部長
2018年 ６月 当社常務取締役管理本部長（現任）

1,300株

５
はま むら やす ひろ
浜 村 恭 弘

（1962年12月４日生）

1987年 ９月 浜村浩安税理士事務所入所
1990年 ４月 税理士登録（現任）
2007年 ２月 税理士法人浜村会計設立 社員税理士（現任）
2013年 ６月 当社監査役
2016年 ６月 当社社外取締役（現任）

0株

（注）1．取締役候補者瀧澤太郎、阿部竹男、斎藤信明、山口輝及び浜村恭弘の５氏と当社の間には、特別の利害関係はありません。
2．浜村恭弘氏は、社外取締役候補者であります。同氏を社外取締役候補者とした理由は、当社の社外監査役として３年間在任
し、当社の経営を理解していただいた経験及び税理士としての知見を活かしていただくことを期待したためであります。な
お、社外取締役就任期間は、本総会終結の時をもって４年となります。

3．当社は、浜村恭弘氏を東京証券取引所が指定を義務付ける一般株主と利益相反が生じる恐れのない独立役員として届け出て
おります。

4．当社と浜村恭弘氏は、会社法第427条第１項の規定に基づき、同法第423条第１項の損害賠償責任を限定する契約を締結し
ております。同氏の再選が承認された場合、引き続き当該契約を継続する予定であります。

5．取締役候補者の所有する当社の株式数には滝沢ハム役員持株会における持分を含めた実質株式数を記載しております。
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第２号議案 監査役３名選任の件
監査役戸田敏明、澤田雄二及び鎌形俊之の３氏は、本総会終結の時をもって任期満了とな

ります。
つきましては、監査役３名の選任をお願いするものであります。
なお、本議案に関しましては、監査役会の同意を得ております。
監査役候補者は次のとおりであります。

候補者
番 号

氏 名
（生 年 月 日） 略歴、地位及び重要な兼職の状況 所 有 す る

当社の株式数

１
と だ とし あき
戸 田 敏 明

（1948年11月26日生）

1971年 ４月 株式会社足利銀行入行
2003年 ６月 同行執行役員東京支店長
2004年 ８月 当社入社 管理本部副本部長
2005年 ２月 当社監査部長
2007年 ６月 当社取締役管理本部長
2008年 ６月 当社常勤監査役（現任）

1,100株

２
さわ だ ゆう じ
澤 田 雄 二

（1968年２月３日生）

1996年 ４月 弁護士登録（現任）
2009年 １月 宇都宮中央法律事務所所長（現任）
2012年 ６月 当社監査役（現任）
2020年 ４月 栃木県弁護士会会長（現任）
＜重要な兼職の状況＞
㈱ナカニシ 社外監査役
㈱カワチ薬品 社外監査役

400株

３
かま がた とし ゆき
鎌 形 俊 之

（1962年９月19日生）

1985年10月 青山監査法人入所
1989年 ３月 公認会計士登録（現任）
1989年 ７月 大野公認会計士事務所入所
1994年 ８月 鎌形公認会計士事務所開設（現任）
1994年10月 税理士登録（現任）
2003年10月 税理士法人鎌形会計設立 代表社員（現任）
2016年 ６月 当社監査役(現任)
2019年 ６月 日本公認会計士協会東京会栃木県会会長(現任)

100株

（注）1. 監査役候補者戸田敏明、澤田雄二及び鎌形俊之の３氏と当社の間には、特別の利害関係はありません。
2. 澤田雄二氏は、社外監査役候補者であります。同氏を社外監査役候補者とした理由は、弁護士として高度な専門知識、豊富
な経験を活かして職務を適切に遂行していただけるものと判断しております。なお、社外監査役就任期間は、本総会終結の
時をもって８年となります。

3. 鎌形俊之氏は、社外監査役候補者であります。同氏を社外監査役候補者とした理由は、公認会計士としての専門的な知識・
経験等を活かして職務を適切に遂行していただけるものと判断しております。なお、社外監査役就任期間は、本総会終結の
時をもって４年となります。

4. 当社は、澤田雄二氏及び鎌形俊之氏を東京証券取引所の定めに基づく独立役員と指定し、同取引所に届け出ております。
5．当社と澤田雄二氏及び鎌形俊之氏は、会社法第427条第１項の規定に基づき、同法第423条第１項の損害賠償責任を限定す
る契約を締結しております。両氏の再選が承認された場合、引き続き当該契約を継続する予定であります。
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第３号議案 退任取締役に対し功労金贈呈の件
2020年３月31日をもって取締役を退任された中江一雄氏に対し、在任中の功労に報いるた
め、功労金として10百万円を贈呈いたしたいと存じます。また、贈呈の時期及び方法等につ
きましては取締役会に一任いただきたいと存じます。
退任取締役の略歴は、次のとおりです。

氏 名
（生 年 月 日） 略歴

なか え かず お
中 江 一 雄
(1950年９月６日生)

1969年３月 当社入社
1992年６月 当社取締役
1995年１月 当社常務取締役
2002年５月 当社専務取締役
2004年６月 当社取締役副社長
2011年３月 当社取締役会長
2020年３月 退任

以 上
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新栃木駅

至 宇都宮

至 日光

至 小山

至 浅草

JR両毛線
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線

足
利
銀
行

赤
津
川

栃商高

当社看板

カワチ

栃木I.C

ファミリー
マート

セブンイレブン

セブンイレブン

東
北
自
動
車
道

イオン

カワチ

マクドナルド

栃木駅

栃
木
バ
イ
パ
ス

当社
本店

至 高崎

栃女高

株主総会会場ご案内図
会場：栃木県栃木市泉川町556番地
　 当社本店４階会議室
　 電話 0282 (23) 5640

◎ 交通のご案内
・JR両毛線栃木駅、東武日光線栃木駅より車で約10分
・東北自動車道栃木インターチェンジより車で約10分
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